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AI が警告する 2025 年酷暑インフレ  

～熱波×物価高を 3 シナリオで先読みし、家計を守る処方箋を示す～ 

 ライフデザイン研究部 主席研究員/テクノロジーリサーチャー 柏村 祐 

 

1.忍び寄る「酷暑」と物価高の二重苦 

記録的な猛暑の記憶も新しい中、2025 年の夏もまた、厳しい暑さに見舞われるとの

予測が現実味を帯びている。気象庁の長期予報は全国的な高温傾向を示唆し、専門家

はラニーニャ現象の発生が「酷暑」を引き起こす可能性を指摘している。この気象的

な脅威は、依然として私たちの生活に重くのしかかる物価高騰の問題と結びつくこと

で、より深刻な様相を呈する。つまり、酷暑による農作物の不作や電力需要の急増が、

食料品やエネルギー価格のさらなる上昇圧力となり、家計を直撃する「物価高の第二

波」を引き起こしかねないのである。 

本レポートの目的は、この複合的なリスクに対して、具体的な備えを促すことにあ

る。最新の AI 技術が公的な統計データや気象データを基に算出した「2025 年夏の物

価シナリオ」を提示し、その発生確率と共に詳解する。さらに、各シナリオが私たち

の家計に与える具体的な影響額を試算し、消費者、政府、企業がそれぞれ取るべき対

策を提言することで、予測される困難を社会全体で乗り越えるための一助となること

を目指すものである。 

 

2.AI が予測する 3 つの物価シナリオと品目別影響 

本分析で用いる AI は、過去の気象データ、農林水産省による農作物の生育・価格見

通し、経済産業省が公表する電力需給見通し、そして国際的な資源価格の動向といっ

た多岐にわたるデータを統合的に学習している。その分析結果から、2025 年夏の物価

動向について、発生確率の異なる 3 つのシナリオが導き出された。AI の予測では、55%

という最も高い確率で「標準シナリオ」が示された。しかし、「価格高騰シナリオ」

も 30%と決して無視できない確率であり、最悪の事態を想定したリスク管理が不可欠

であることを物語っている。以下に、各シナリオの概要と、主要品目への具体的な影

響を詳述する（図表 1）。 
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図表 1  AI による 3 つの物価変動シナリオ概要 

 

資料：Google AI Studio より筆者作成 

 

1)標準シナリオ（発生確率：55%）「じわりと続く負担増」 

このシナリオは、夏の平均気温が全国的に平年より高く、猛暑日が続くものの、大

規模な天候不順は限定的という未来像で、最も発生可能性が高いものである。食料品

への影響としては、猛暑による生育不良できゅうりやトマトなどの夏野菜の価格上昇

が見込まれる。一方で、農林水産省の見通しによれば、キャベツやレタスなどは主産

地の生育が順調なため価格が安定する可能性もあるが、猛暑の長期化リスクを考慮す

ると、全体としては高止まり傾向が予想される。また、アイスクリームや清涼飲料水

などの需要増加に伴う価格の強含みや、猛暑による鶏の産卵率低下を背景とした鶏卵

価格への上昇圧力も考えられる。エネルギーへの影響については、冷房使用の増加で

電力需要は高まるものの、経済産業省は安定供給に必要な予備率は確保できるとして

おり、国全体での節電要請には至らない見通しである。ただし、これは供給が盤石で

あることを意味するのではなく、各家庭における電力使用量の増加は、そのまま電気

料金の負担増に直結することになる。 

 

2)価格高騰シナリオ（発生確率：30%）「生活を揺るがす危機的状況」 

このシナリオは、ラニーニャ現象の影響が強まり、記録的な猛暑や干ばつ、大規模

な水害などが全国的に発生する、最も警戒すべきケースである。食料品への影響は深

刻で、広範囲での天候不順により野菜の供給量が大幅に減少し、品目によっては価格

が例年の 2 倍以上に高騰する可能性がある。さらに、2023 年の猛暑が影響した米不足

のように、2025 年も米の収穫量が落ち込み、価格が急騰する懸念がある。猛暑と飼料

価格高騰のダブルパンチは肉類や乳製品の価格も押し上げ、悪天候や大規模な水害な

どによる物流の混乱がそれに拍車をかける事態も想定される。エネルギーへの影響も
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甚大である。想定を上回る電力需要の急増と、老朽化した火力発電所のトラブルなど

が重なれば、電力需給は極めて厳しい状況に陥る。その結果、卸電力市場の価格が高

騰し、家庭や企業の電気料金に直接的かつ大幅な影響が及ぶことになる。 

 

3) 価格安定シナリオ（発生確率：15%）「一筋の光明」 

このシナリオは、発生確率は低いものの、気温は平年より高く推移するが、適度な

降雨に恵まれて天候が比較的安定するという、希望的観測を込めたケースである。食

料品への影響は限定的となり、全体的に生育が順調に進むことで供給量が安定する。

消費者の節約志向も相まって、価格は平年並みか、それ以下で推移する可能性もある。

エネルギーへの影響についても、政府によるエネルギー価格補助の効果や、国民の省

ネ意識の定着により、電気料金の上昇は小幅にとどまる。このシナリオの実現には、

安定した天候に加え、これまでの対策が効果を発揮することが前提となる。  

 

3.シナリオ別の家計への影響 

各シナリオが現実となった場合、私たちの家計にはどの程度のインパクトがあるの

だろうか。AIによる物価上昇率の予測と、総務省の家計調査における標準世帯（4 人

家族）の支出データを基に、月平均の影響額を試算したものが図表 2 である。 

 

図表 2  各シナリオにおける家計への影響度（月平均・4 人家族モデル） 

 

資料：Google AI Studio より筆者作成 

 

この試算が示すのは、極めて現実的な家計への圧力である。最も発生確率の高い

「標準シナリオ」ですら、食費と光熱費を合わせて月々5,000 円から 9,000 円程度の

負担増が見込まれる。これは年間で最大 10 万円以上の追加支出を意味し、家計の見

直しが必要となるのに十分な額だ。さらに、発生確率 30%の「価格高騰シナリオ」に

至っては、合計影響額が月々最大 25,000 円に達する可能性があり、これはもはや

「節約」というレベルでは吸収しきれない、生活そのものを揺るがしかねない危機的

状況といえる。この具体的な数字は、漠然とした不安を「備えるべきリスク」として

明確に可視化するものである。 
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4.私たちの暮らしへの影響と求められる対策 

図表 2 で示されたような家計への直接的な影響は、単なる支出の増減にとどまら

ず、私たちの生活様式そのものを変容させる力をもつ。図表 3 に示すように、それは

私たちの生活様式そのものを変容させる連鎖的な力をもつ。 

 

図表 3  物価変動が私たちの暮らしに与える影響の連鎖 

 
資料：筆者作成  

 

この連鎖的な影響を緩和し、より良い方向に導くためには、各主体がそれぞれの役

割を果たすことが不可欠である。 

消費者には、まず第一に、政府や自治体が発信する給付金や補助金といった支援策

を能動的に収集し、活用する姿勢が求められる。同時に、価格が比較的安定している

食材を上手に活用したり、冷凍保存やセールなどを駆使してフードロスを削減したり

する「食生活の工夫」や、冷房の適切な温度設定（28℃目安）、断熱シートの活用と

いった「省エネルギーの徹底」が、直接的な家計防衛策となる。 

政府には、短期的な視点として、食料品やエネルギー価格の急騰を抑制するための

機動的な対策が求められる。同時に、国内の生産基盤を維持・強化するための生産者

支援や、サプライチェーンの強靭化といった中長期的な視点からの構造改革も急務で

ある。そして、物価高騰の影響を特に受けやすい低所得者層や子育て世帯への的確か

つ迅速な支援は、社会の安定を維持する上で不可欠な責務である。 

企業には、コスト上昇分を一方的に価格転嫁するだけでなく、その必要性を消費者

に丁寧に説明するコミュニケーション努力が期待される。また、猛暑という環境変化

をビジネスチャンスと捉え、省エネルギー性能の高い家電製品や、健康志向・簡便志

向に応える食品を開発・提供することも、社会的役割の一つといえるだろう。 

本レポートがAI予測を用いて描き出した 2025 年夏の展望は、猛暑と物価高が重な

る厳しい季節となる可能性が高いことを示している。最も確率の高い「標準シナリ

オ」でさえ、私たちの家計に相応の負担を強いることは避けられない。しかし、未来

予測の価値は、ただ不安を煽ることにあるのではない。その真価は、私たちに「備え

る」ための時間と情報を提供してくれる点にある。AIが提示するシナリオは、漠然と

した不安を具体的なリスクとして認識させ、事前に行動を起こすことを促す警鐘であ

り、同時に羅針盤でもあるのだ。AI予測は絶対的な未来予知ではなく、あくまで過去

のデータから導き出された可能性の一つであることを理解した上で、その情報を賢く
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活用することが求められる。 

この予測を前にして私たちが取るべきは、悲観にくれることではなく、こうした予

測をもとに備え、賢明に行動することである。一人ひとりの消費者が情報を主体的に

活用し、日々の生活で賢い選択と工夫を重ねること。そして、政府と企業がそれぞれ

の責任を果たし、社会全体でこの複合的な課題に立ち向かうこと。その確固たる連携

こそが、予測される「酷暑の夏」という試練を乗り越え、より強靭で持続可能な社会

を築くための、最も確実で唯一の道筋となるであろう。 

 


